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要旨 

近年の研究において，大規模な地震の発生前に，本震となる場所の近傍で b 値が低下し

た事例が複数報告されている．これにより，将来に大規模な地震が発生するおそれがある

場所を特定するうえで有用な情報になり得るとして，各地の地震活動の特徴を表す b 値が

注目されている．筆者らはこれまで，日本の内陸の浅い場所における b 値の空間分布を観

測し，b 値が低い領域について調査を続けている．今回の調査は，徳島県の北部に注目し，

2024 年 4 月 1 日までの地震活動から最新の b 値の空間分布を観察した．その結果，特に，

徳島市とその周辺市町における深さ 10 km 前後の場所で低 b 値領域が確認された．ΔAIC

による評価の結果，この領域における b 値の有意な時間変化は認められなかったが，直近

の b 値の値は 0.63 と低い状態であった．今後発生する地震の規模によっては，b 値に有意

な低下が認められる可能性もあるため，今後の地震活動について引き続き注視していく必

要がある． 
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1. はじめに 

グーテンベルク･リヒター則（G-R 則）(Gutenberg and Richter 1944) は，ある時空間内で

発生した地震の規模別頻度分布に関する経験則であり，地震の規模 M（マグニチュード）

とその規模以上の地震の総数 N(M)を用いて，以下の(1)式で表される．通常，(1)式の M の

係数である b 値は 0.7～1.1 程度であるが (宇津 2001)，規模の大きな地震の発生頻度が相

対的に高い時空間内では，b 値は小さな値を示す． 

 

log 𝑁(𝑀) = 𝑎 − 𝑏𝑀 

 

先行研究 (Nanjo et al. 2012, Nanjo et al. 2016, 新原･吉田 2021) から，近年発生した大規

模な地震の発生前に，本震となる場所の近傍で b 値が低下していたことが報告されている．

これらの結果は，将来の大規模地震の発生位置を特定するうえで，b 値が有用な情報とな

る可能性を示唆するものであり，b 値の時空間分布をリアルタイムで監視することで大規

模地震の予測に繋げようとする試みもなされている (Gulia and Wiemer 2019, Nanjo 2020) ．

筆者らはこれまで，日本の内陸の浅い場所における b 値の空間分布を観測し，警固断層北

西部 (新原 2023) など，b 値が低い領域について調査してきた．今回の報告では，徳島県

北部の徳島市付近で観測されている低 b 値領域について，2024 年 4 月 1 日の時点の実況を

報告する． 

 

 

2. 対象領域の地震活動 

Fig. 1 は本報告が対象とした領域である．1997 年 10 月~2024 年 3 月末の期間に深さ 0~20 

km の浅い場所で発生した M 0 以上の地震の震央分布を Fig. 1(a) に，地震活動の推移を Fig. 

1(b) に示す．これらの地震の位置･規模･発生時刻の情報は，気象庁地震カタログから取得

した．Fig. 1(a) の範囲内で目立った地震活動はみられないが，さらに過去に遡ると，1947

年 1 月 16 日に M 5.6（最大震度 4）の地震が発生している．Fig. 1(a) の北側には中央構造

線断層帯の讃岐山脈南縁東部区間がある．政府の長期評価 (地震調査研究推進本部 2017a) 

によると，この区間では M 7. 7 程度の地震が発生する可能性が指摘されている．また，南

側には上浦－西月ノ宮断層が知られており，この断層で想定されている地震の規模は M 6.5

程度である (地震調査研究推進本部 2017b)．Fig. 1(a) 内で発生した地震の規模別頻度分布

を Fig.1(c) に示す．この図から，すべての地震が漏れなく検知できていると考えられる規

模の下限を M 0.5 と判断し，b 値の推定には M 0.5 以上の地震を用いることにした． 
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Fig. 1. (a) 1997 年 10 月~2024 年 3 月の地震の震央分布図 （M≧0、深さ 20 km 以浅）．実線は

活断層を示す．(b) 領域内の地震活動経過図と回数積算図．(c) 領域内の地震の規模別

頻度分布．〇は規模別の頻度，●は累積の頻度を示す．すべての地震が漏れなく検知

できていると考えられる規模の下限を M 0.5 と判断した． 

 

 

3. 解析手法 

本報告における b 値の空間分布の描画手法は新原 (2021) に基づく．まず，緯度･経度方

向に 0.5 分（約 1 km）間隔，深さ方向に 1 km 間隔で格子点を配置した．これらの格子点ご

とに半径 4 km の球状の空間を設定し，その中で発生した直近 200 個の地震をデータセット

とした．このとき，1997 年 10 月まで遡っても 200 個の地震を確保できない場合は，それ

までの数とした．次に，各データセットについて，漏れなく検知できる地震の規模の下限

Mc （Magnitude of completeness）を推定した．具体的には，Wiemer and Wyss (2000) の手法に

倣い，データセットの規模別頻度分布が G-R 則に従うものと仮定し，理論的な G-R 則との

適合度合いを示す R 値が 90 %以上となる最小の規模を Mc とした．この Mc が推定できれ

ば，b 値は最尤法 (宇津 1965) により以下の(2a)式から求めることができる．この式の𝑀は，

地震のデータセットのうち Mc 以上の地震の規模の平均を表す．実際には，M はΔM （=0.1）

単位で等級化されているため，このバイアスを考慮した (2b)式を用いる (Marzocchi and 

Sandri 2003)． 
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𝑏 = log 𝑒 /(𝑀 −𝑀 ) (2a) 

𝑏 = log 𝑒 /{𝑀 − (𝑀 − 𝛥𝑀/2)} (2b) 

 

この計算の過程で，R 値が 90％を満たさない場合や，Mc 以上の地震が 50 個に満たない場

合は，b 値の推定精度が低いと判断して不明とした．なお，Mc 以上の N 個の地震から得た

b 値の推定誤差σは，以下の(3)式 (Shi and Bolt 1982) から求めた． 

 

𝜎 = 2.30 × 𝑏 × ∑ (𝑀 −𝑀) /𝑁(𝑁 − 1) (3) 

 

また，各格子点で求めた b 値を平面分布として観察するに当たり，本報告では b 値が低い

場所の検知を目的としていることから，同一の緯度･経度における異なる深さの b 値の中か

ら最小値を表示することとした． 

 

 

4. 結果と考察 

調査対象領域における 2014 年 4 月と 2024 年 4 月の b 値の空間分布と，期間中の各時点

における，2014 年 4 月を基準とした b 値の変化量（Δb）を Fig. 2(a) に示す．また，b 値を

採用した深さを Fig. 2(b) に，b 値とともに推定した Mc を Fig. 2(c) に示す．Fig. 2(a)内の A-

B 断面は，上浦－西月ノ宮断層の周辺の地震活動の分布に重ねて引いたもので，その傾斜

は垂直とした．この A-B 断面上の b 値の空間分布を Fig. 2(d) に示す．この図では，A-B 断

面上の水平方向，深さ方向にそれぞれ 1 km 間隔で格子点が配置されている．b 値は，各格

子点から半径 4 km の空間内の地震を用いて計算され，不明な場所は灰色で示されている．

地震が少ない場所では，データセットの期間も 1997 年 10 月まで延び，b 値の推定に使わ

れた地震の数も 100 個程度にとどまる格子点が多い．さらに周辺の格子点では，Mc 以上の

地震が 50 個に満たず，多くの格子点で b 値は不明となっている．Fig. 2(a)内で，周辺より

b 値が低くなっている場所を囲むように領域 1 を設定した．この領域 1 内では，期間を通

じて b 値が徐々に低下しているようにみえる．この間の Fig. 2(b)と Fig. 2(d)を見ると，深さ

10 km 前後で b 値が最も低くなっている．この間，Fig. 2(c)の Mc は 0.5 からほとんど変化が

なく，安定的に b 値が得られている．例として，2024 年 4 月 1 日時点の領域 1 内のある格

子点（Fig. 2(a)中に示す e 点）において，b 値の算出に用いた地震の規模別頻度分布を Fig. 

2(e) に示す．理論的な G-R 則から逸脱しない範囲で，最小の Mc が推定されていることが

わかる． 
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Fig. 2. (a) 2014 年 4 月と 2024 年 4 月の b 値の空間分布．中断は，期間中の各時点における，

2014 年 4 月を基準とした b 値の変化量（Δb）．(b) b 値を採用した深さ．(c) b 値ととも

に推定した Mc．(d) A-B 平断面上の b 値の空間分布．(e) 2024 年 4 月 1 日時点の領域 1

内のある格子点において，b 値の算出に用いた地震の規模別頻度分布の例． 
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次に，領域 1 内の深さ 0~20 km で発生した地震を用いて b 値の時間変化を求めた．この

領域内の地震活動の推移と，200 個の地震のデータセットを 40 個ずつ入れ替えながら b 値

を繰り返し算出した結果を Fig. 3 に示す．Fig. 3 の各点から伸びる横線は地震のデータセッ

トの期間を示し，縦線は推定誤差 σ を示す．また，Fig. 3 中の (1) ~ (10) で示した各期間の

データセットから求めた b 値と Mc を Table 1 に整理した．Mc は (2) ~ (10) でいずれも 0.5

であり，b 値は概ね安定して得られている．ここで，b 値の時間変化の有意性を判定するた

め，Utsu (1999) による以下の (4)式から得られる ΔAIC を用いた．(4)式の各変数は，比較

する 2 つのデータセットの地震数（N1 と N2），各データセットから求めた b 値（b1 と b2）

を示す．ΔAIC が 2 より大きい場合，b 値の差が有意であると判断する． 

 

𝛥𝐴𝐼𝐶 = −2(𝑁 + 𝑁 ) ln(𝑁 + 𝑁 ) + 2𝑁 ln 𝑁 + 𝑁 + 2𝑁 ln 𝑁 + 𝑁 − 2 (4) 

 

データセットが重複しない期間(5)と期間(10)の間で比較したところ，ΔAICは 1.04であり，

両期間の間で有意な変化は確認できなかった．ただし，直近の活動から得られた b 値は 0.63

と低く，今後発生する地震の規模によっては，b 値に有意な低下が認められる可能性があ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3. 領域 1 における b 値の時間変化（上図）と地震活動経過図 （下図）．それぞれの b 値

は 200 個の地震のデータセットから得られた．(1) ~ (10) で示した b 値の概要を Table 

1 に示す． 
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Table 1. Fig. 3 内の各期間から得られた b 値の概要． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 結論 

 徳島県の北部に注目し，2024 年 4 月 1 日までの地震活動から最新の b 値の空間分布を観

察したところ，特に，徳島市とその周辺市町における深さ 10 km 前後の場所で低 b 値領域

が確認された．ΔAIC による評価の結果，この領域における b 値の有意な時間変化は認め

られなかったが，直近の b 値の値は 0.63 と低い状態であった．今後発生する地震の規模に

よっては，b 値に有意な低下が認められる可能性もあるため，今後の地震活動について，引

き続き注視していく必要がある． 
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